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に必要な 3分の 2には届かない。また上院では2015年 ₈ 月時点では244議席中62
議席を占めるにすぎない。上院は州議会（下院）による間接選挙で選出される議員，





































































































戦った。2014年 5 月の連邦下院選挙ではデリーでは BJP が圧勝し，また，2015
年 1 月16日にはデリーの警察の元高級官僚で著名な社会活動家であるキラン・
ベーディや，庶民党を脱退したシャーズィア・イルミが BJP に入党するなど BJP
の優勢が伝えられるなかでの選挙であったが，結果は上述のように庶民党の圧勝






































　選挙は反 BJP 勢力と BJP 率いる NDA 連合の間の対立が軸となった。反 BJP 連
合の選挙体制は，旧ジャナター・ダル系諸党の統合の動きとも関連しつつ形成さ




州を基盤とする社会主義党（SP）とも協議がなされたが，SP と RJD の支持基盤が
同じで競合することもあり， ₉月 ₄日には協議の決裂が明らかとなった。
　BJP はモディ首相が ₈月18日にビハール州に特別支援パッケージを供与するこ














































1 月 ₇ 日にサイード州首相が死去した。次の州首相が決まらず ₉日には州知事に
よる「知事統治」が宣言され，州は中央政府の管理下に入った。
ヒンドゥー民族主義の拡散と社会的緊張の高まり
　BJP 率いる NDA 政権の発足以来，ヒンドゥー民族主義勢力の動きが活発化し
社会に不穏な影響を与えている。UP 州メーラトでは，独立前からのヒンドゥー
民族主義政党である「ヒンドゥー大連合」がマハトマ・ガンディーを暗殺した
ゴードセーの像を暗殺日の 1月30日に建てようとしたが，同州の SP 政権は警察
を動員して阻止した。またヒンドゥー民族主義勢力によるキリスト教教会への襲












































































めない。経済が不調ではないことは確かだが，2015年 1 月末に GDP 成長率の算
出方法と計測基準年が変更され，それまでに比べて 1～ 2ポイントほど高めに成
長率が出されている印象をぬぐえない。新しい算出方法と基準年による，また，













全産業 6.6 7.1 7.3
農林漁業 3.7 -0.2 1.1
鉱業 5.4 10.8 6.9
製造業 5.3 5.5 9.5
電気・ガス・水道 4.8 8.0 5.9
建設業 2.5 4.4 3.7
商業・ホテル・運輸・通信 11.1 9.8 9.5
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 7.9 10.6 10.3
地域・社会・個人向けサービス 7.9 10.7 6.9
（注）　2011/12年度を基準年とする要素価格に基づき算出。いずれも予測値または暫定値に基づく。
（出所）　インド統計・事業実施省中央統計局（CSO）のプレスノート（2015年 5 月29日および2016


















　さらに，代表的な株価指数である SENSEX は，年初終値の 2万7507.54から 1
月29日に終値史上最高値の 2万9681.77を記録したのち，趨勢としては株価を落


















（FRBM 法）が定める対 GDP 比 3 ％以内の財政赤字という目標達成を，規則変更











































収支は図 1にあるように， 3～ ₄， ₈，12月以外は対前年同月比でマイナス成長
である。通年でもマイナスであるが，赤字幅は前年に比較して縮小している。原
油安にともなう石油関連の輸入額の落ち込みは，貿易赤字削減に大きく資してい







　RBI のラグラーム・ラージャン総裁は2013年 ₉ 月の総裁就任以来，物価抑制に
断固たる姿勢を示し，2014年 1 月までに 3度の政策金利（レポ・レート）の引き上
げを実施した。その成果もあって，とくに2013年下期には10％超の水準に上昇し









　ラージャン総裁は当初から CPI を重視し，またその上昇率を ₆ ％以下にする
ことを目指していた。2014年11月以降物価上昇率が 5％を下回ると，2015年 1 月
15日に RBI は緊急政策会合を開き，レポ・レートを 1年 ₈カ月ぶりに引き下げて，
25ベーシス・ポイント減の7.75％とした。引き下げは 2月上旬となることが予想
されていたところでのサプライズで， 1月末に SENSEX が終値最高値を記録し
た伏線にもなっている。
　このようななかで RBI と政府は 2月20日，インフレ・ターゲッティングの設
定に合意した。合意では2016年 1 月時点での CPI の上昇率を ₆％以下とすること，






































年）はインド財務省 Economic Survey 2015-16 のデータに，それ以外は統計・事業実施省コン
ピュータ・センターのサイト上での作表データ（http://164.100.34.62:8080/TimeSeries_2012.

























　さて，RBI はインフレ・ターゲッティング合意後， 3月 ₄日，企業活動への悪
影響の懸念から ₄月のレポ・レート引き下げを大方の予想どおり見送ったのち，

































































小さくはない。PMSBY は2016年 1 月 1 日現在，銀行登録ベースでの延べ加入数







































































































































































































































2 月 2 日 ▼デリーでキリスト教会襲撃事件。
5 日 ▼ 中央政府，アーンドラ・プラデー
シュ（AP）州とともにテーランガーナー州に
も税制上の優遇措置を決定。

























































































▼ BRICS の ₅カ国が創設した新開発銀行
（BRICS 銀行）の総裁に元 ICICI 銀行会長の
K・V・カマートが就任。












6 月 1 日 ▼サービス税が本日から14％に引き
上げ。

























7 月 1 日 ▼モディ首相，より野心的なデジタ
ル・インディア・プログラムの開始を発表。






7 日 ▼ BRICS 銀行，モスクワで第 ₁回総会。
18日 ▼カシミールの実効支配線（LoC）でパ
キスタンと銃撃戦。




























































28日 ▼デリー近郊の UP 州ダードリーで牛
を殺し肉を食べたという噂からムスリムが村
人のリンチで殺害される。警察は BJP 指導
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中央捜査局長 Anil Kumar Sinha
中央情報委員会委員長 Radha Krishna Mathur
中央汚職取締委員会委員長 K.V. Chowdary





































 M. Venkaiah Naidu（BJP）
陸上運輸・幹線道路，船舶
 Nitin Jairam Gadkari（BJP）
国防 Manohar Parrikar（BJP）
鉄道 Suresh Prabhu（BJP）
司法・公正 D.V. Sadananda Gowda（BJP）
水資源・河川開発・ガンジス川再生
 Uma Bharati（BJP）
少数派問題 Najma A. Heptulla（BJP）
消費者問題・食糧・公共配給
 Ram Vilas Paswan（LJP）
零細・中小企業 Kalraj Mishra（BJP）
女性・児童開発 Maneka Sanjay Gandhi（BJP）
化学・肥料 Ananth Kumar（BJP）
通信・情報技術 Ravi Shankar Prasad（BJP）
保健・家族福祉 Jagat Prakash Nadda（BJP）
民間航空 Ashok Gajapathi Raju Pusapati（TDP）
重工業・公企業 Anant Geete（SS）
食品加工業 Harsimrat Kaur Badal（SAD）
鉱業，鉄鋼 Narendra Singh Tomar（BJP）
農村開発，パンチャーヤト制度，飲料水・公
衆衛生 Chaudhary Birender Singh（BJP）
部族問題 Jual Oram（BJP）
農業・農民福祉 Radha Mohan Singh（BJP）
522
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内務 Haribhai Parthibhai Chaudhary（BJP）
水資源・河川開発・ガンジス川再生
 Sanwar Lal Jat（BJP）
農業・農民福祉
 Mohanbhai Kalyanjibhai Kundariya（BJP）
零細・中小企業 Giriraj Singh（BJP）










農業 Sanjeev Kumar Balyan（BJP）
部族問題
 Manuskhbhai Dhanjibhai Vasava（BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Vijay Sampla（BJP）
鉱業，鉄鋼 Vishnu Deo Sai（BJP）
農村開発 Sudarshan Bhagat（BJP）
人的資源開発 Ram Shankar Katheria（BJP）
科学技術，地球科学 Y.S. Chowdary（TDP）
財務 Jayant Sinha（BJP）
情報・放送 Rajyavardhan Singh Rathore（BJP）
都市開発，住宅・都市貧困削減
 Babul Supria（Babul Supriyo） Baral（BJP）















ンド人問題 Vijay Kumar Singh（BJP）
計画，国防（単独で主管）
 Inderjit Singh Rao（BJP）
繊維（単独で主管）





 Shripad Yesso Naik（BJP）
技能開発・企業家（単独で主管），議会問題

















 Mukhtar Abbas Naqvi（BJP）




2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16
人 口（年度央値，100万人） 1,186 1,2203） 1,2353） 1,2513） 1,2674） 1,2835）
組織部門就業人口（100万人）1） 28.71 29.00 29.58 - - -
出 生 率（1000人当たり） 22.1 21.8 21.6 21.4 - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 244.5 259.3 257.1 265.0 252.76） -
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） - - 10.2 9.5 5.9 4.97）
為替レート（ 1ドル =ルピー）2） 45.58 47.92 54.41 60.50 61.14 65.037）
（注）　 1）政府部門と雇用者数10人以上の事業所からなる民間非農業部門を含む。2012年 3 月31日時点
での値。 2）年度平均値。 3）第 2次改定値。 4）第 1次改定値。 5）予測値。 6）第 4次予測値。 7）
4～ 1月の値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2015-16, Ministry of Statistics and Programme Implementation, 
Press Note on Advance Estimates of National Income 2015-16 and Quarterly Estimates of Gross Domestic 
Product for the Third Quarter （Q3） of 2015-16.
　 2　生産・物価指数
2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16
鉱工業生産指数（2004/05=100） 165.5 170.3 172.2 172.0 176.9 177.64）
農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 121.0 125.2 124.2 129.6 123.93） -
卸 売 物 価 指 数（2004/05=100） 143.3 156.1 167.6 177.6 181.2 177.45）6）
消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 180 195 215 236 251 2696）
消 費 者 物 価 指 数（2010=100）2） － 111.9 123.3 135.0 146.67） 155.56）7）
（注）　 1）産業労働者についての総合指数。 2）都市部と農村部の統合指数。 3）第 4次予測値。 4）2015
年 4～11月の値。 5）暫定値。 6）2015年12月の値。 7）公表値新基準年（2012＝100）採用につき算出。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2015-16, Reserve Bank of India, Monthly Bulletin, 各年版 
February.
　 3　国民所得統計1）
2011/122） 2012/132） 2013/142） 2014/153） 2015/164）
国 内 総 生 産（10億ルピー）
名 目 87,360 99,513 112,728 124,882 135,672
実 質（2011/12年度価格） 87,360 92,269 98,394 105,522 113,510
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） - 5.6 6.6 7.2 7.6
1 人当たり純国民生産（ルピー）
名 目 71,607 80,578 90,110 98,565 105,746
実 質（2011/12年度価格） 71,607 74,712 78,653 83,285 88,472
総国内資本形成（名目GDP比，％） 39.0 38.6 34.7 34.2 -
総国内貯蓄率（名目GDP比，％）5） 34.6 33.8 33.0 33.0 -
（注）　 1 ）市場価格表示。 2）第 2次改定値。 3）第 1次改定値。 4 ）予測値。 5）出所掲載表より算出。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Revised Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation 2014-15, 同, Press Note on 
Advance Estimates of National Income 2015-16 and Quarterly Estimates of Gross Domestic Product for the 
Third Quarter （Q3） of 2015-16.
　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）1） （単位：1,000万ルピー）
2011/122） 2012/132） 2013/142） 2014/153） 2015/164）
農 林 漁 業 1,501,816 1,524,398 1,588,237 1,584,293 1,602,036
鉱 業 261,035 259,683 267,378 296,328 316,811
製 造 業 1,409,986 1,495,268 1,579,721 1,667,069 1,825,371
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 186,668 191,876 200,861 216,970 229,681
建 設 業 777,363 782,256 818,494 854,636 886,179
商業・ホテル・運輸・通信 1,413,116 1,549,608 1,669,844 1,833,997 2,007,866
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 1,530,691 1,675,592 1,844,070 2,039,460 2,249,243
地域・社会・個人向けサービス 1,025,982 1,067,870 1,115,765 1,234,737 1,320,393
（注）　 1）基本価格表示の粗付加価値（GVA）。 2）第 2次改定値。 3）第 1次改定値。 4）予測値。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note on First Revised Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation 2014-15, 同, Press Note on 
Advance Estimates of National Income 2015-16 and Quarterly Estimates of Gross Domestic Product for the 




2010/11 2011/12 2012/13 2013/141） 2014/152） 2015/163）
経 常 収 支 -48,053 -78,155 -88,163 -32,397 -26,800 -14,375
貿 易 収 支 -127,322 -189,759 -195,656 -147,609 -144,940 -71,606
輸 出 256,159 309,774 306,581 318,607 316,545 135,597
輸 入 383,481 499,533 502,237 466,216 461,484 207,203
サ ー ビ ス 収 支 79,269 111,604 107,493 115,212 118,139 57,231
資 本 収 支 61,103 65,323 91,989 47,905 88,207 24,949
総 合 収 支 13,050 -12,831 3,826 15,508 61,406 10,574
金 融 勘 定 -13,050 12,831 -3,826 -15,508 -61,406 -10,574
外貨準備増減（増〈－〉，減〈＋〉）
（注）　 1）部分改定値。 2）暫定値。 3）4～ 9月の値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2015-16.
　 6　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2013/14 2014/15 2015/16（ 4 ～11月）3）
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 58,326 71,010 56,304 73,920 32,898 43,159
E U 51,635 49,951 49,358 49,208 29,100 28,725
欧州自由貿易連合加盟国1） 2,047 20,063 1,353 23,140 1,027 13,913
そ の 他 4,644 996 5,594 1,572 2,771 522
C I S ・ バ ル ト 諸 国 3,492 7,723 3,396 7,665 1,549 4,871
ア ジ ア ・ A S E A N 155,426 273,198 153,812 263,913 83,986 153,714
A S E A N 33,134 41,278 31,813 44,715 15,971 27,408
北 東 ア ジ ア 40,816 84,373 37,816 93,813 20,813 63,295
中 国 14,867 51,035 11,957 60,413 6,161 41,775
日 本 6,814 9,481 5,386 10,131 3,225 6,443
南 ア ジ ア 17,504 2,473 20,480 2,931 11,379 1,983
そ の 他 63,972 145,074 63,703 122,454 35,823 61,028
ア フ リ カ 31,226 36,627 32,842 38,635 17,424 23,323
ア メ リ カ 54,215 57,454 59,050 55,909 35,518 30,722
北 米 43,423 29,326 47,522 28,957 30,229 18,090
米 国 39,158 22,505 42,464 21,815 27,107 13,771
ラ テ ン ア メ リ カ 10,792 28,128 11,528 26,952 5,289 12,632
合 計2） 314,405 450,200 310,338 448,033 174,790 261,956
（注）　 1）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。 2）非特定地域 (unspecified region）
を含む。 3）暫定値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2015-16.
　 7　中央政府財政 （単位：1,000万ルピー）





歳入（1）=（2）+（5） 1,410,372 1,559,447 1,663,672 1,777,477 1,785,391 1,978,060
　経常歳入（2）=（3）+（4） 879,232 1,014,723 1,101,472 1,141,575 1,206,084 1,377,022
　　税収（3） 741,878 815,853 903,615 919,842 947,508 1,054,101
　　非税収（4） 137,354 198,870 197,857 221,733 258,576 322,921
　資本収入（5）=（6）+（7）+（8） 531,140 544,724 562,200 635,902 579,307 601,038
　　貸付回収（6） 15,060 12,497 13,738 10,753 18,905 10,634
　　その他収入（7） 25,890 29,368 37,737 69,500 25,312 56,500
　　借入など（8） 490,190 502,859 510,725 555,649 535,090 533,904
歳出（9）=（10）+（11） 1,410,372 1,559,447 1,663,673 1,777,477 1,785,391 1,978,060
　非計画支出（10） 996,747 1,106,120 1,201,029 1,312,200 1,308,194 1,428,050
　計画支出（11） 413,625 453,327 462,644 465,277 477,197 550,010
財政収支（12）=（2）+（6）+（7）-（9） -490,190 -502,859 -510,726 -555,649 -535,090 -533,904
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2015-16, 同, Union Budget 2016-17.
